第7章  インドネシア
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2003年も、イラク戦争開戦やSARSの流行など、インドネシア経済に悪影響を及ぼし得る外的なショックが発生した。さらに、同年8月にマリオット・ホテルの爆弾事件が起きたことで、国内でのテロ活動や経済への影響を懸念する声が高まった。しかしながら、これらが経済に及ぼした影響はごく小さく、むしろマクロ経済の安定性は維持された。同国経済は、2002年後半以降、緩やかで安定した経済成長を続けている。2003年第1～3四半期も低成長を続け、前年同期比で3.7％の成長となった（Indonesia, Bank Indonesia, various years）。表7.1では通年で、表1.2の成長率予測平均値（3.7％）や、EIUやIDE、NRIの最近の予測平均値（4.0％）よりも若干高い4.2％の経済成長が仮定されている。2004年の予測については、僅かではあるが経済成長は加速するとみられている。

マクロ経済の安定は、物価の推移にも反映されている。消費者物価上昇率を見ると、1998～99年に年間20％、2001～02年に10％を上回ったインフレ率は、2003年に6.6％へと低下した（表7.2）。これは中央銀行がインフレ抑制目的でベース・マネーの伸びをうまく制御した結果などによるものであり、各期ごとの目標値がIMFとの合意項目の中で明示的に示されていたことからベース・マネーの伸びには十分な注意が払われてきた。インフレ率の低下やドル安傾向などから、ルピアの対米ドル・レートは、2002年中の16％増に続き、5.6％増価し2003年末には約8,500ルピアとなった。貸出金利は依然として高い水準にあるが、こうした好ましい状況の中で中央銀行債（SBI）の金利（3ヵ月物）は2002年12月の13％から2003年12月には8.3％に低下した。これにより、経済危機中にいくつかの銀行に対して行った資本注入に関連する債務の利子支払い負担は軽減されることになった。経済の安定と金利低下などにより、株価指数は2003年中に63％上昇し、過去最高値の1999年の水準を僅かに上回った。このことは、インドネシアにおける投資家の信用が回復しつつあることを示唆している。さらに、ルピアの増価にもかかわらず、経常収支は2003年も巨額の黒字を計上したであろう。表7.2では、表1.2の予測平均値よりも僅かに高い3.0％（対GDP比）の黒字が仮定されている。同様に、対外債務残高も2003年には対GDP比で65％にまで減少し、外貨準備高も2003年9月末時点で340億米ドルに増加した。このようにマクロ経済指標は改善されてきた。しかしながら、雇用創出と貧困削減のためにはより高い経済成長が必要であり、それを達成するために対処しなければならない深刻な問題がいくつか残されている。労働力人口の増加に伴い（1997～2002年だけで1,120万人増または12％増）、失業率は1997年の4.7％から2002年にはほぼ倍となる9.1％に上昇した（表7.1）。また、雇用されている労働力が有効に利用されていない可能性は、この失業率推計において考慮されていない。

さらに、近年、総需要の低迷により固定資本投資の不振が続いている点は、注視すべき現象の1つである。投資の不振はさらなる経済成長の鈍化をもたらし悪循環を招いている。経済が年率5.8～8.2％で成長していた好況期（1988～96年）において、総固定資本形成は対名目GDP比で26～30％、対実質GDP比で26～31％であった。しかしながら、危機以降、投資家信用が損なわれ固定資本投資がなされなかったため、その対GDP比は1999年から2003年第1～3四半期の期間に20～22％（名目）、20～23％（実質）まで低下した。

証券投資（主に株式・債権）や直接投資（自己資本や貸付の会社間での資金の流れ）などの海外からの投資についても、危機以降、巨額の流出超が続いた（表7.2）。ただ、証券投資については、1997～2000年に年間18～26億米ドルの流出超を記録した後、2001年は僅かな流出超にとどまり、2002年は12億米ドルの流入超となった。2002～03年において株価指数が上昇したのはこのためであると考えられる。他方、表7.2によると、直接投資に関しては2002年においても巨額の流出超が続いている（15億米ドル、1999～2001年は年間27～46億米ドルの流出超）。ただし、最新のIndonesia, Bank Indonesia（2003）によると、2002年は僅かに流入超（1億4,500万米ドル）、2003年上半期は流出超（-1億4,900万米ドル）であった。ただ、インドネシアの統計は投資国の統計よりもかなり大幅な直接投資の減少を報告していること、そして、直接投資は減少したもののインドネシアで活動する多国籍企業は2000年まで実際に生産・雇用を拡大してきたということ（Takii and Ramstetter 2003）に注意を払う必要がある。

流出超の傾向は弱まりつつあるが、危機以前と比べ対内直接投資は依然として非常に低い水準にある。不振が続く理由の1つとして、直接投資家は証券投資家よりも投資環境の変化に即座に反応しないことを挙げられよう。ただし、それ以外にも潜在的な投資家の意欲をそぐ、インドネシアでのビジネスにおける競争力や政治的・法的リスクに関連するいくつかの要因が存在する（Bird 2003参照）。度重なる労働争議や最低賃金・解雇手当の上昇に伴う労働コストの上昇はその一例であり、特に労働集約的な産業に悪影響をもたらしてきた。また、インフラの整備状況もボトルネックとなりコストを押し上げている。例えば、インドネシアの最大で最も効率的なタンジュン・プリオ港でさえ、他の東南アジアの港と比べ単位当たりのコストが高い（Ray 2003参照）。不安定な政治状況や政府の不適切な規制、非効率的な規制の実施状況、法的な不確実性、あからさまな汚職の全てが政治的・法的リスクを高めている。こうした問題を背景に、同国での操業を閉鎖し他国へ移転した外資系企業も存在する。

インドネシアにとって2004年は、2つの点で転換期となろう。1つは、春からおそらく秋にかけて国会（DPR, Dewan Perwakilan Rakyat）議員選挙や大統領選挙が行われるという点である。平和裡に選挙を実施し、秋に行われるであろう大統領決選投票後に秩序ある政権交代を行う能力が同国の政治制度にあるかどうかが試される機会となる。2004年後半の同国経済は、次期政権の経済政策や安全保障政策により良くも悪しくも影響を受けることになろうが、現時点ではその閣僚メンバーや政策、経済にもたらすであろう影響を知ることはできない。もう1つは、政府の政策決定プロセスが大きく変わる点である。危機が発生した1997年の秋以降、同国の政策決定はIMFの監督下にあったが、2003年末をもって満期終了した。同プログラムの終了は2003年7月末に発表され、その後活発な議論がなされた後に同国はIMFによる「プログラム終了後の監視継続（post-program monitoring, PPM）」を受け入れることを決定した。同年9月末に発表された白書において、政府は引き続きマクロ経済の安定と金融部門の再建、投資・雇用拡大の促進に努めることを誓った。IMFはPPMの下で年2回、ジャカルタにチームを派遣し、同白書の改革や目標の達成度について調査を行う。この変化により最も大きな影響を受けるのは、現政権や次期政権にとって最大の課題となるであろう財政問題である。というのも、PPMの下では、1997年以降の財政赤字（対GDP比で1～3％、表7.2）を補ってきたIMFの特別融資やパリ・クラブを通じた債務繰り延べが得られなくなるからである。また、関連する変化として、インドネシア銀行再建庁（IBRA）が2004年2月に解散することになっている。従って、政府は、2004年は別の方法でIBRAが所有する資産を管理・売却する必要がある。さらに、銀行部門再建のために発行された国債の一部が元本返済の満期となる。先述のように、巨額の利子支払いもあり、財政負担は大きい。白書において政府が、歳出を抑え、税の徴収改善やIBRA資産の売却を進めようとしているのはこのためである。

インドネシア経済の総需要の大部分は民間消費支出によって占められており、近年の経済成長はこの支出の伸びによって支えられてきた。同支出項目の対実質GDP比は1997年の64％（それ以前はより低い）から1998年以降には69～72％へと上昇した（表7.1）。また、政府消費支出の対実質GDP比は、緊縮財政政策にもかかわらず、近年僅かに上昇している。外需に関しては、輸入が大幅に減少したことなどにより、その対実質GDP比は2.8％（2001年）から5.1％（2003年第1～3四半期）へ上昇した。

危機の起きた1997年以前のインドネシア経済の趨勢として、農業・鉱業の実質GDPおよび雇用に占めるシェア低下と製造業のシェア上昇を挙げることができる。危機以降、これらの傾向は弱まり、1999年以降それぞれのシェアはほぼ一定で推移している（農業は43～45％の雇用シェアと16～17％の実質GDPシェア、製造業はそれぞれ13％と26～27％）。また、農業の雇用シェア（5分の2以上）は生産シェアを大きく上回り、製造業に関してはその逆である。

国際収支統計を見ると、インドネシアは危機以降、経常収支で巨額の黒字、資本収支で巨額の赤字を計上している（表7.2）。資本収支での赤字には、先に述べた直接投資や証券投資の赤字だけでなく、その他投資（主に借入）の赤字も含まれており、特にその他投資は1997～98年および2001年に大幅な流出超となった。一方の経常収支の黒字は1998年以降に生じており、巨額の経常赤字を直接投資や証券投資、その他投資の流入超によって補ってきた過去のパターンとは対照的である。経常・資本収支の動向は製造業部門の成長と密接な関わりを持っていた。例えば、対内直接投資は同部門が成長した要因の1つであり、またその成長が対内直接投資を呼び込み、輸出や中間財・資本財の輸入を促してきた。Indonesia, BPS-Statistics（2003）の推計によると、1990～94年における中間財・資本財の輸入は輸入総額の95％以上を占めていた。危機以前の経常赤字はサービス収支・所得収支の赤字によるもので、貿易収支は常に黒字であった。経済危機以降、経済成長が低迷し中間財・資本財需要が低下したことにより財の輸入が大幅に減少したことが、経常収支が黒字に転じた大きな要因である。

1990年代初めまで、インドネシアの輸出は資源に基づく農産物、原材料、鉱物性燃料が大部分のシェアを占めていた（表7.3）。1984年時点において、これらの輸出は全体の約90％を占め、鉱物性燃料（主に石油・天然ガス）だけでも4分の3を占めていた。しかしそれ以降、これらの輸出シェアは急速に低下し、一方で機械製品やその他製品のシェアが上昇している。1984年時点において輸出シェアが高かったのは、他の製品と比べ資源集約的な木製品や非鉄金属であり、原木や籐の輸出が禁止されたことで1980年代後半には木製品の輸出も増加した。資源に基づく輸出活動への過度の依存は、世界価格変動に対する脆弱性をもたらし、鉱物性資源の輸出が大きなシェアを占めていた1980年半ばの石油・ガス価格の下落は同国経済に大きな影響を与えることになった。近年、より労働集約的な産業、つまり衣類や通信機器等、繊維、その他電気機器の輸出が大きなシェアを占めるようになった。また、木製品の輸出も堅調であり、同様に資源集約的な紙製品のシェアも危機以降増加している。衣類、通信機器等、繊維、その他電気機器や、より資本集約的な化学製品は、2000年以降それぞれ輸出総額の4％以上を占めている。機械製品輸出の増加は特に顕著であり、そのうち事務用・電算機器、通信機器等、その他電気機器の伸びが大きい。これらの産業における生産活動の大半は多国籍企業（MNC）によるものであり（Takii and Ramstetter 2003, p.7）、東南アジアの機械産業を支配する多国籍企業のネットワークに同国も統合されたことを示す指標として、多国籍企業による輸出の急増は重要な意味を持つ。

輸入面では、機械製品輸入が最も多く、輸入総額に占めるシェアは1984年の36％から1994年には42％に上昇した（表7.3）。輸入される主な機械製品は一般機械に分類される資本財である。シェアは小さくなるが、自動車等やその他電気機器がそれに次いでいる。機械製品やその他製品のシェアが上昇したことや石油価格の下落により、鉱物性燃料のシェアは低下した。同国はバタム島などの輸出加工区を通じた輸入に関してその商品構成を報告していないため、1995年以降の輸入構造の変化を捉えることは困難である。例えば、表7.3では1995年以降機械製品の輸入シェアは大きく落ち込み1999年には18％となっている。機械製品は主に投資財であるため、経済危機後の経済成長の鈍化と同製品に対する需要不振により1998～99年にその輸入シェアが落ち込んだことは間違いない。しかし、輸出加工区を通じた機械製品の輸入シェアは比較的高いと考えられ、また輸出加工区を通じた輸入は1995年の7％から1999年には27％に達し、2000年以降は19～25％で推移している。従って、表7.3の機械製品輸入シェアは過小評価されており、その傾向は1995～97年よりも近年の方が著しいと考えられる。
これまで、インドネシアにとっての最大の輸出市場は日本であったが、1990年以前に5分の2以上を占めていたそのシェアは大幅に低下し近年は5分の1強となった（表7.4）。近年は、米国や欧州工業国もそれぞれ約7分の1のシェアを占め、重要な輸出市場である。ただ、米国のシェアは20年前と比べ低下しているのに対し、欧州工業国のシェアは上昇している。以上の3つの輸出市場を合計すると、1980年代半ばはインドネシアの輸出総額の約4分の3を占めていたが、1997年以降は約2分の1となった。これは、同国が東アジア地域を中心に輸出市場を多様化させたためである。1990年代半ば以降、輸出総額の約3分の1が東アジアの他の9ヵ国・地域向けである。そのうち、シンガポール向けが最も多く、全体の約10分の1のシェアを占めている。その他、韓国や中国向けの輸出シェアも高い。表中のその他に含まれる経済への輸出シェアも1990年代に伸びた。

輸入面では一般に日本が最大の貿易相手国であったが、1986年の29％から1994年の24％へと低下した。さらに、米国のシェアも18％（1984年）から11％（1994年）に低下する一方で、欧州工業国のシェアは18％（1984年）から22％（1994年）へ上昇した。シンガポールからの輸入シェアも高いが、1984年の13％から1994年の6％に低下した。以上の4地域からの輸入を合計すると、1980年代は輸入総額の70％以上を占めていたが、1994年には63％まで低下している。他方、シェアが上昇したのは、中国と韓国、台湾である。1995年以降については、先に述べた理由と同様に、輸出加工区を通じた輸入については輸入先の国・地域が分類されていないため、その動向を分析することは難しい。ただ、1998年の経済危機以降、中国からの輸入シェアは高まっており、輸出加工区を通じた輸入を考慮したとしてもこのことは言えるであろう。一方で、日本からの輸入シェアは1994年の24％から1999年には8％にまで下がり、その後は11～12％となっている。しかし、輸出加工区を通じた輸入を国・地域別に分類できたのであれば、その下落幅はより小さなものとなっていたであろう。というのも、輸出加工区を通じた輸入は機械製品を多く含み、また日本の対イ輸出は機械製品に集中しているからである（表7.5）。実際に、表7.4と日本の統計（表7.5）を用いてより詳しく見ると、日本からの輸入額は日本の輸出統計と比較しかなり小さい（1997、1999、2000～02年の順に18％、37％、28％、25％、26％の差がある）。

日本は、インドネシアに対する公的資金援助の二国間援助において、最大の援助供与国である（表7.2）。二国間政府開発援助（ODA）では、日本にとってインドネシアは最大の被援助国の1つである。またインドネシアにとって日本は二国間ODAの最大の供与国であり、年間ODA受入額の60～93％（1995～2000年）を占めている（Japan, Ministry of Foreign Affairs, various years）。経済危機後に日本や他の多国間援助機関から巨額の資金援助を受けたため、ODA以外の公的資金援助純流入額は1998～99年に大きく増加した。近年、同援助金は流出超となり、公的資金援助純流入額は2001年に-9,200万米ドルへと減少した。国際収支統計においてその他投資が巨額の流出超となっていたことからわかるように（表7.2）、1997年末に640億米ドルあった銀行借入残高は2002年末に340億米ドルへ劇的に減少した。ただ、2003年上半期においては若干回復している。近年は欧州からの借入シェアが急激に上昇し最も高いシェアを占めている。日本からのシェアも高いが、1991年の61％から2003年6月には17％へと落ち込んだ。

インドネシアは、日本との間で経常黒字・貿易黒字を計上する数少ない東アジア諸国の1つである（表7.5）。黒字の多くは鉱物性燃料の輸出によるもので、日本の対イ輸入額の40％以上を占めている。その大半は石油・液化天然ガスである（United Nations Statistics Division, 2004）。次に大きなシェアを占めるのがその他製品であり、そのうち木製品、次いで額は小さくなるが、繊維、非鉄金属、紙製品、家具、衣類が多い。前述のように、日本の対イ輸出では機械製品が最大で、多くの年で同輸出総額の3分の2を占めている。例外は1998～99年で、インドネシアにおける投資活動の不振により機械製品の輸出が減少した。対イ機械製品輸出額は、2000年に大きく回復したが危機前の水準には達せず、2001～02年には再び低下した。

サービス収支は貿易収支と比べ均衡しており、また主に銀行貸付の利子受取からなる巨額のその他投資収益により所得収支では日本の黒字となっている（表7.5）。投資収支に関しては、1990年代後半に日本からインドネシアへ巨額の資金が流れ、特に危機後の1998～99年に貸付が増加した。一方で、1997～98年には、インドネシア側が日本債権を売却したことなどにより、多くの資金が日本からインドネシアへ還流した。先に述べたようにインドネシアの対内直接投資は全体で流出超となっていたが、これとは対照的に日本からの対内直接投資は危機以降も流入超である。ただし、年間純流入額はピーク時の1996～97年に記録した15～16億米ドルから1999年には2億米ドルまで減少した。2000～01年には若干増加したが、ピーク時と比べて依然として低い水準にあり、再び3億米ドル（2002年）、1億米ドル（2003年上半期）へと減少した。

インドネシアにおける日系現地法人総数は、直接投資の動向を反映して1996年まで大きな伸びを示し、その後も緩やかに増加した（表7.6）。2000年に500社以上の現地法人が存在し、およそ4分の3が製造業である。そのうち、電気機械や輸送機械、その他製造業、化学に比較的多くの現地法人が存在する。繊維にも多くの現地法人が存在するが、1990年代半ば以降その伸びは鈍化している。雇用に関しては、1996年まで急増し、1997～98年にやや減少してから1999～2000年には再び大きく増加した。電気機械製造業における雇用の増加が顕著に見られ、1995～2000年の間に3倍以上に増加した。これは先に述べた電気機械製品の輸出増に関連している。売上面では、1995年にピークに達し1996～97年も高い水準を維持したが、1998年には急落し前年の約半分の水準まで減少した。数多くの業種の中で特に落ち込みの激しかったのは（50％以上減）、輸送機械、サービス業、一般機械、鉄鋼である。また、減少額が最も大きかったのは、危機により最も深刻な被害を受けた輸送機械である。その後の1999～2000年に売上高は、輸送機械の回復と2000年の電気機械の大幅増を中心に急速に回復した。
95
101

